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てその内容の変化をとらえなければならない。本論文では，バブル経済崩壊以降の金融検
査の研究の第一段階として，不良債権問題を生じさせる大きな原因となったバブル経済崩
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証書，質権設定証書などの有印私文書偽造・同行使，詐欺などが発覚した（13）。







1996 年に住宅専門金融機関 7社が破綻した。1997 年には北海道拓殖銀行，1998 年には日
本長期信用銀行（10 月），日本債券信用銀行（12 月）が破綻し，1997～1998 年に我が国
は金融危機に陥った。その後も，景気低迷などもあり，金融不安は続いた（14）。























































































































　上記の提言に基づき，1996 年 6 月 28 日に大蔵省銀行局は銀行の検査を強化するために
業務運用のあり方を定めた基本通達（「普通銀行の業務運営に関する基本事項等について」
と題する 1982 年 4 月に出された通達）の改正を金融機関に通達した。この改正点は大き
く分けて 7つあったが，その内容は前年末に出された上記報告書の内容をほぼ忠実に沿っ
たものであった（31）。





















　大蔵省は，1998 年 3 月 31 日付で「新しい金融検査に関する基本事項について」（蔵検
第 140 号）を通達した。これは同年 4月からの新検査方式導入を財務局長，金融証券検査
官等に通達したものであった。新検査方式は，事後的実態把握を主眼としていた。この中
で，自己責任原則，ルールの遵守状況，リスク管理態勢などの概念が明記されていた。





管理を重視するこの考え方は 2005 年 7 月 1 日の金融庁の「金融検査に関する基本指針に
ついて」に受け継がれ，その後の金融庁の金融検査を規定することとなったのである。こ
の意味では，裁量行政・護送船団行政，事前承認行政から「ルール先行事後フォロー」行





























































が銀行の自己資本に及ぼす影響については，佐藤隆文［2003］230 － 234 ページを参照さ
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　1998 年 2 月に金融機能安定化法が成立し（公的資金による資本増強，10 月に金融再生
法の成立にともなって廃止），同年 4月に早期是正措置が導入された。同年 10 月に金融機
能再生緊急措置法（金融再生法，破綻処理制度，金融機関の破綻処理の原則を定めたもの），



































　1996 年 6 月に成立した「金融機関健全性確保法」によって早期是正措置制度が導入さ
れることとなった。これに伴い，従来銀行の資金査定を当局に依存していた銀行は自ら資
産査定をしなければならなくなり，そのための基準を明らかにするために大蔵省金融検査


































































































諸品価格の変動リスク）規制は日本では 1998 年 3 月期から導入された。国内基準行につ
いては，当初市場リスクを分母に参入しないことが認められていたが，後に，原則として，
参入することとなった（66）。




階であったが，1998 年 10 月に成立した早期健全化法を受けて見直しが行われ，第 1表に
見られるように 4段階となった（67）。
3）　早期是正措置の措置区分の改正
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（6）　早期是正措置の導入に伴う金融検査の事後的チェック方式への転換
　早期是正措置の導入とともに，従来のきめ細かな事前指導を中心とする行政に即応した





























第 1区分 8％未満 4％未満 経営改善計画（原則として資本増強に係る措置を含む）の提出・実施命令
第 2区分 4％未満 2％未満 資本増強に係る合理的と認められる計画の提出・実施，配当・役員賞与の禁止又は抑制，総資産の圧縮又は抑制等










































　2002 年 12 月の制度の導入時に設けられた収益改善措置，安定性改善措置，資金繰り改
善措置の 3つの措置に加え，2003 年 6 月末から新たに「信用リスク改善措置」が追加さ
れた。これは特に大口与信の集中を抑制しようとするものであった（75）。
―16―






とした金融検査・監督組織体制が改められることとなった（76）。1997 年 6 月に金融監督庁
設置法が国会で成立し，金融監督庁が，国家行政組織法第 3条第 2項の規定に基づいて，

































2000 年 7 月に，金融再生委員会に置かれていた金融監督庁と大蔵省金融企画局を統合し
て金融庁が設置された。これにより「財政と金融の分離」が達成された。金融庁は当初，
金融再生委員会のもとにおかれることとなっていた。















































　て 1～2回，その他の業態については 3年に 1回，実地検査をすることを目標としていた。
検査結果は当該銀行に伝えられるとともに，監督行政に活用された。






























融庁「金融検査に関する基本指針」）。『金融財政事情』2006 年 9 月 18 日号，22 ページにも掲載。
―20―
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　検査官と被検査機関とが十分な議論を尽くしたうえでも，認識が相違した項目がある場
合に，被検査機関が当該相違項目について意見を申し出る意見申出制度が創設され，2000














　金融庁の調査権は銀行法第 24 条第 1項に基づく。内閣総理大臣は，銀行の健全かつ適
切な運営を確保するため，必要があると認めるときは，銀行（当該銀行を所属銀行とする
銀行代理業者を含む。）に対し，その業務又は財産の状況に関し報告又は資料の提出を求

































1999 年 4 月 8 日に「最終とりまとめ」が公表したのである。反発が激しかったが，「最終
とりまとめ」では中小企業および中小企業金融関係者の要望が一部取り入れられた（86）。






















改訂されている。2007 年 2 月に全面改訂が実施される前の『金融検査マニュアル』（本冊）
では，第 1として，「基本的考え方等」が述べられていた（89）。
―22―














　金融庁は 2005 年 7 月に「金融検査に関する基本方針」（17.7.1 金検第 369 号）を策定し，
これに基づく検査を実施することとした。これに伴い，金融検査の「基本的考え方等」に
ついては 2007 年 2 月 16 日に全面改訂された『金融検査マニュアル』からははずされるこ
ととなった（92）。










































委員会のバーゼルⅡ自己資本比率規制が 2007 年 3 月末から全面実施されることになって
からのことであり，2007 年 2 月に『金融検査マニュアル』は大改正されている（金融機
関自己査定研究会編［2007］）。『金融検査マニュアル』に「金融円滑化編」が新たな編と












































































実務についての研究会（第 1回）参考資料 1，金融庁，2018 年 7 月 4 日，5ページ。
―26―
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基づく定期的かつ網羅的な個別の資産査定（債務者区分，債権のⅠ～Ⅳ分類）や償却・引
当に対する検査・検証（1999～）や，②不良債権処理の推進という検査・監督を行った。
不良債権処理に関しては，2001 年 4 月の緊急経済対策以来，破綻懸念先以下のオフバラ
ンス化に係る主要行向けルールとして次のことを設定した。① 2年 3年ルール（新規発生
分は 3年以内，既存分は 2年以内）（2001 年），② 5割 8割ルール（新規発生分について，
1年以内に 5割，2年以内に 8割）（2002 年）。これに則って不良債権の最終処理が着実に
進められた。不良債権額は 2001 年には 40 兆円以上あったが，2005 年にかけて減少傾向
をたどっていった。主要行の不良債権比率は 2002 年には 8.4％あったが，2005 年には 2.9％
となり，2002 年に掲げられた主要行の不良債権半減目標は 2005 年に達成された。引当額































































































































　2008 年 9 月 2 日に「中小企業金融の円滑化に向けた今後の対応について」を策定した。
これに基づき，金融庁は中小企業金融の円滑化に取り組んだ（149）。
　2008 年 9 月のリーマン・ショック後の 2009 年 12 月に中小企業金融円滑化法が約 2年
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その申立ては必ずしも聞き入れられなかった。この一因として，金融機関側が「企業の実
態を十分に把握せず，数字に基づかない曖昧な業界の将来予測など，合理性を欠く従来ど




























































































































































員会のバーゼルⅡ自己資本比率規制が 2007 年 3 月末から全面実施されることになってか
らのことであり，『金融検査マニュアル』に「金融円滑化編」が新たな編として追加され














































編『金融小六法』平成 11 年版，学陽書房，1999 年，103 ページ，『金融庁の 1年』平
成 14 事務年度版，86，368-369，371 ページ等を参照。
（16）佐藤隆文［2003］11-17 ページ。


















策について」1995 年 12 月 26 日，『金融財政事情』1996 年 1 月 15 日号，64-66 ページ。
（28）『金融財政事情』同上号，64 ページ。村木利雄（大蔵省大臣官房金融検査部管理課




具体的改善策について』の考え方と概要」『金融財政事情』1996 年 2 月 12 日号，20
ページ。
（31）村木利雄，前出，13ページ。「大蔵省が金融検査のチェックリストを初めて公表」『金
融財政事情』1996 年 7 月 8 日号，6-7 ページ。齊藤壽彦［1996］132 ページ。齊藤壽
彦［1998］61 ページ。
（32）「大蔵省が金融検査のチェックリストを初めて公表」『金融財政事情』1996 年 7 月 8
日号，6-7 ページ。草彅正美（大蔵省大臣官房金融検査部管理課調査係長）「大蔵省『市
場関連リスク管理態勢』『海外拠点検査』チェックリストの概要」『金融財政事情』
1996 年 8 月 5 日号，62-66 ページ。海外拠点検査チェックリストの概要については『金
融財政事情』1996 年 8 月 5 日号，65-66 ページを参照されたい。
（33）大蔵省大臣官房金融検査部「早期是正措置制度導入後の金融検査における資産査定
について」『金融財政事情』1997 年 3 月 17 日号，65-70 ページ。
（34）大蔵省大臣官房金融検査部長「新しい金融検査に関する基本事項について」1998 年
―46―
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3 月 31 日付通達『金融財政事情』1998 年 4 月 13 日号，34-36 ページ。
（35）金融監督庁［1999b］第 6章Ⅰ「市場規律と自己責任の原則の徹底」。













ル』2007 年 4 月号，19-33 ページ等を参照。
（38）西村吉正［2003］210-213 ページ。
（39）1988 年 12 月に国際的統一基準による自己資本比率規制に関する大蔵省銀行局長通
達が関係金融機関に対して発出された（横山昭雄監修［1989］133-138 ページを参照）。
（40）1992 年 6 月には金融制度改革法が成立し，これに基づき，銀行法に経営諸比率規制
に関する条文が新設されて，これが 93 年 4 月から施行された。銀行法第 14 条の 2を
参照（氷見野良三［2003］57-58 ページ）。





めていたが，1998 年 3 月期決算以降は海外拠点を有しない銀行には国内基準の適用を
義務付けることとした。これにより，バーゼル自己資本比率規制の適用対象となる国
際統一基準行は 1997 年 9 月末の 80 行から 98 年 3 月末の 45 行へと半減した（2003 年



















どが期待された（金融庁編『金融庁の 1年』平成 27 事務年度版，2016 年，99 ページ）。
（50）大蔵省大臣官房金融検査部「早期是正措置導入後の金融検査における資産査定につ
いて」1997 年 3 月 5 日『金融財政事情』1997 年 3 月 17 日号，65 ページ。早期是正措
置導入後の資産査定と償却・引当については山手章［1997］も参照されたい。
（51）融資に関する検査・監督実務についての研究会（第 1回）（2018 年 7 月 4 日）金融
庁配布資料「参考資料」，金融庁ホームページに掲載。
（52）青木直幸・水谷貢「『資産査定について』通達の概要」『金融財政事情』1997 年 3 月
24 日号，29-33 ページ。神吉薫「『早期是正措置制度導入後の金融検査における資産査
定について』通達の概要」『リージョナルバンキング』1997 年 6 月号，15-19 ページ。
（53）中川隆進「早期是正措置制度導入後の金融検査―自己査定基準の適度の統一性を確
保していく―」『金融財政事情』1997 年 3 月 24 日号，26 ページ。
（54）中川隆進，前掲論文，26-24 ページ。






通達の廃止について」を 1997 年 7 月に発出した（安孫子勇一［1997］）。
（60）國枝繁樹「不良債権償却制度の今後のあり方」『国際税制研究』No.2，1999 年 3 月号，
88-89 ページ。税効果会計は 1999 年 4 月以降強制適用された（永井康「税効果会計と
銀行行動」島根県立大学『総合政策論叢』第 27 号，2014 年 3 月，152 ページ）。
（61）『金融』1997 年 2 月号，25-31 ページ。『JICPAジャーナル』第 500 号，1997 年 3 月
号，145-147 ページ。
（62）前掲『JICPAジャーナル』第 500 号，145-146 ページ。













（70）大蔵省「新しい金融検査に関する基本事項について」『金融財政事情』1998 年 4 月
13 日号，34-36 ページ。水谷貢「金融検査の在り方の転換について―『新しい金融検
査に関する基本事項について』の発出等―」『ファイナンス』1998 年 5 月号，36-46 ペー
ジ。齊藤壽彦［2000b］33 ページ。齊藤壽彦［2001a］36-39 ページ。
（71）五味廣文［1998］「金融検査をめぐる課題」『NewFinance』1998 年 9 月号，7ページ。







（77）永田俊一「日本の金融危機の教訓」第 4回 DICJ ラウンドテーブルにおける預金保
険機構理事長の基調講演，2009 年 2 月 26 日，預金保険機構ホームページ掲載。五味
廣文「日本の不良債権問題と金融再生」（第 3回国際コンファレンス「金融の安定と金










































わる内部管理態勢については，『銀行実務』2001 年 8 月号，20-43 ページ，野村修也「銀
行監督当局からみた内部監査及び外部監査の役割―金融検査マニュアルの改訂内容に
対する評価を中心として―」『JICPAジャーナル』第 559 号，2002 年 2 月，57-61 ペー
ジ，野村修也「進化する金融検査マニュアルと内部監査への期待」『金融ジャーナル』
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ついては，中村中［2004］，『銀行実務』2002 年 7 月号，3ページ以下，『銀行法務




であった（『金融財政事情』2002 年 9 月 23 日号，16 ページ）。








行実務』2005 年 5/6 合併号、44-47 ページ）。
















行実務』2005 年 8 月号，85-86 ページ）。
（128）千葉真司［2014］1 ページ。
―52―



















（147）金融庁は，2005 年 3 月 29 日に，リレーションシップ・バンキングを地域密着型金
融という表現に改めるとともに，「地域密着型金融の機能強化の推進の関するアクショ
ンプログラム（平成 17～18 年度）」という第 2次アクションプログラムを策定した。
これにより「事業再生・中小企業金融の円滑化」，金融機関の「経営力の強化」，「地域
の利用者の利便性の向上」を図ろうとしたのである（齊藤壽彦［2012］28-32 ページ）。
2007 年 8 月に 8月に「中小・地域金融機関向けの総合的監督指針」を改正し，恒久的






















（152）『近代セールス』2016 年 12 月 15 日号，9-10 ページ。
（153）武下毅「金融庁が『ホワイトペーパー』を発表，対話路線線を強化へ」『金融財政
事情』2018 年 1 月 8 日号，49 ページ。
（154）金融庁［2018］31-32 ページ。























（171）佐藤隆文「金融規制の質的向上：ルール準拠とプリンシプル準拠」（2007 年 9 月 12
日，金融庁長官講演，金融庁ホームページに掲載），佐藤隆文［2010］92-94 ページ。
（172）「金融仲介の改善に向けた検討会議（第 1回）議事要旨。」金融庁ホームページに掲




















している状況をさす（『近代セールス』2016 年 12 月 15 日号，7-8，12-13 ページ）。
（177）「金融仲介の改善に向けた検討会議」第 1回会合の議事要旨，2015 年 12 月 21 日。
新井大輔［2017］23-24 ページ。










事例 14，2004 年改訂版，事例 19）と金融庁は解説した。
（183）『近代セールス』2019 年 6 月 15 日号，62 ページ。






























いう観点がない，と語っている（『金融ジャーナル』2004 年 3 月号，59 ページ）。
（192）編集部「対象の拡大で肥大する検査担当組織」『金融ジャーナル』2004 年 3 月号，
68 ページ。
（193）佐藤隆文「自己査定の一層の質的向上に向け主要行に対し通年・専担検査を導入す














向が高まっていると感じていた（『金融財政事情』2002 年 9 月 23 日号，20 ページ）。
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支えられている，と 16 世紀に述べている（エティエンヌ・ドラ・ボエシ［2013］）。忖
度はこのような「自発的隷属」と類似した行為であると言えるであろう。
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〔抄　録〕
　本論文ではバブル経済崩壊以後の不良債権問題期の金融検査の改革について，資料に基
づいて総合的に考察した。とくに『金融検査マニュアル』を再検討した。
　バブル経済期以降の大蔵省の金融検査には機構上の問題点が存在していた。当局の金融
検査は，監督機関による事前的信用秩序維持方式から市場機能，銀行の内部管理を前提と
した，リスクの事後的チェックをするものに改められた。金融検査は当局指導型から金融
機関の自己管理型に転換した。本論文では，このような金融検査方式の転換の過程とその
背景を明らかにした。
　このような金融監督行政を行っていくための中核的手法として早期是正措置が導入され
た。これに伴って統一基準に基づく資産の自己査定と貸倒引当・償却制度が採用され，こ
の正確性や適切性を確認するための金融検査が行われることとなった。これを前提として
『金融検査マニュアル』が策定されたのである。
　不良債権期には，法令等の遵守態勢やリスク管理態勢を確認するための金融検査が行わ
れた。このためのチェックリストとして『金融検査マニュアル』が公表された。本論文で
は，不良債権問題期のこの『金融検査マニュアル』の策定過程や内容を詳しく検討した。
またそれに対する政策評価も行った。
　当時の『金融検査マニュアル』は金融機関経営の健全化に寄与した。だがそれは中小企
経営の円滑化を独自の項目として掲げてはいなかった。
　『金融検査マニュアル』には問題点や限界があった。それには内容上の問題点や限界だ
けではなく，運用上の問題もあった。
　本論文は以上のようなことを論証した。
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